
公益財団法人栃木県市町村振興協会平成３１年度研修計画 

 

◆ 法務基礎養成講座 
 
  □講師：有限会社日本マネジメントコア 
      経営コンサルタント 小 針 憲 一 

    
  □目的：この研修は、地方自治体職員として法制執務等の執行にあたり、 
      必要な法務基礎を習得することを目的とします。 

     

  □対象：中堅職員（概ね採用後 10年から 15年の職員） 

   

  □時間：２日間（１２時間） 
 
  □プログラム 
 

1日目 2日目 

 
Ⅰ 導入～住民・自治体とは何か 
 １ 住民とは何か 
 ２ 自治体とは何か 
 ３ 自治体法務の原則 
 ４ 行政手続きとは何か 

Ⅱ 地方自治体を取り巻く経営環境 
 １ 第三の変革 
 ２ 地方分権一括法とその後の流れ 
 ３ 自治体と住民の関係 

Ⅲ 地方分権の流れ 
 １ 地方分権の必要性 
 ２ 地方分権の意義と目標 
 ３ 地方分権の基本理念 
 ４ 分権改革がもたらした法環境の変化 
 ５ 自治体法務に与える影響 
 ６ 現状と課題 

Ⅳ 国の法体系の理解 
 １ 法とは何か 
 ２ 法の分類 
 ３ 日本国の法体系 
 ４ 行政法の位置付け 

Ⅴ 法令の読み方 
 １ 六法全書 
 ２ 法令の基本的構造 
 ３ 法令の読み方 
 ４ 事実の確認 
 ５ 法の適用 

  

 
Ⅵ 自治体における法制執務 
 １ 自治体法 
 ２ 条例案の立案 
 ３ 条文の作成 
 ４ 条例の改正 
 ５ 条例の制定過程 

Ⅶ 政策法務 
 １ 自治体職員と自治体の法務 
 ２ 争訟法務 
 ３ 政策形成と政策法務 
 ４ 自治体法務のマネジメント 

Ⅷ まとめ 
 １ 法務能力の向上の基盤 
 ２ 自治体法務マネジメントの実現に 
   向けて 
 
 質疑応答 
 
 

 

  □ 特記事項・・・事前課題があります。 

 


